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要約

　本研究は，「児童の権利に関する条約」に準拠した子どもの権利擁護システムを構築する
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どもとその家庭（親）のウェルビーイングの実現を目的とした子ども家庭サービス・システ

ム構築の課題について論じたo
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1．研究目的

　児童の権利に関する条約（㏄nvention　on　the　Rights

of　the　Child／以下「子どもの権豹條約」という）が国

連総会でコンセンサス採択されたのは，1989年11月20日

のことである。この日は，国連で「児童の権利宣割（

Declaration　of　the　Rights　of　the　Cレild）が採択され

てからちょうど30周年目にあたる記含すぺき日であった。

　その後この条約は，1990年9月2日に国際法として発

効し，1995年2月22日現在で169か国が批准を済ませてい

るo日本政府は，「子どものための世界サミットjの開

催直前の1990年9月21日にこの条約に署名し，1994年4

月22日に批准の手続きをとった。158番目の批准国であっ

た。

　子どもの権利条約は　日本国内で1994年5月22日に発

効した。条約が保障している子どもの権利を日本医内で

実現するためには，鰍すぺき数多くの課題があり，さ

まざまな努力が行われているD。

　特に，子どもの権和條：約の視点に立ったときに，日本

の法／制度の何が問題ぱのかを細かく検討するこどま重

要な研究課題である。本稿では，子どもの権利条約の各

条項を，日本の現行児童福祉法／驚度と照らし合わせて

検討することを目的とする。この作業によって，今後条

約を具体化する際の児童福祉分野における問題点と課題

が明ら力醤こなると思漁る2）。

H．研究方法

　研究班を構成し，定期的な研究協港を行った。研究班

の構成員は巻末のとおりである5なお，本年度は，①子

どもの権利条約から屍た児童福祉の課題，②子どもの権

利を保障する国の責任③子どもの権利擁護システム，

④子ども家庭サービスのあり方に偶・て報告した。本論

は許斐有が執筆し，高橋重宏力伽筆した。

皿．研究結果

1，子どもの権利擁護と児童福祉の課題

　まず最初に，子ども自身がもっている諸権利に着目し

て，児童福祉の課題を考えてみた砺ここでは，子ども

の権利を学問的・体系的に整理することが目的で据ない

ので，条約が規定する子どもの権利を大まかに分類して

考察する3㌔

1－1．子どもの基本的な権利

子どもの権利条約は2条であらゆる差別を禁止し，

6～8条で子どもの基本的な権利を定めている。6条で

は1生命への権利と生存および発遭〉確保を，7条では，

出生のときから名前・国籍をもつ権利と親を知り，親に

よって養育される権利を，8条ではアイデンティティ

を保全する権利を規定している。

　これらの中でも，親を知る権利と親によって養育され

る権利は児童福祉¢問題を考えるうえでとても汰切な

ものだといえる。これまでの日本の児童福祉は，残含な

がら子どもの親によって養育される権利をあまり倉頭に

おいてこなかった。だぴ，これからの児童福祉は，一方

で「子どもの最善の豹溢』を追求しながら，他方で子ど

もの親によって養育される権利を保障していくという，

ときとして困難な課題を背負うことになる。また，何ら

かの事情で親と別れて生活する子どもの，親を知る権利

をどのように保障するのかも，むっかしい問題である。

子どものアイデンティティを保全する権利とあわせて検

討する必要がある。子ども自身が，自分の出生に戊・て

説明を求めたり，自分に関する記録（ケース誰録・育成

記録）の開示を要求したときに，これを拒否する勤は

ない。あるとすれば，子どもの年齢溶よび成熟の度合い

などを考慮に入れて序どもの最轍）利益1に反すると

考えられる場合や他者のプライバシーを侵害する碧れが

ある場合などであろう。教育学や心理学の成果を学びな

がら，今後慎重に検酎すぺき論点てある。

1－2。子どもの生存権の保障

　子どもの生存権保障にかかわっては，子どもの生活水

準への権利（27条），社会保障への権利（26条），健康

・医療への権利（24条）などが規定されている。

　ごのうち「身体的，心理的，精襯勺，道徳的および社

会的発達のために十分な生活水準に対するすべての子ど

もの権利」（27条）については，日本においては，もう

一度真剣に考え直す必要があろう。現在のr児童福吐施

設最低基準」の水準でま，十分にこの権利を保障し得る

状態ではない。とくに居室等の物理的条件は十分てはな

いし，またひとり一沐の子どもの発達を保障する泡ナの

十分な数の職員配置力璽されていないという問題もある。

救貧対策（ロelfare）としての歴史を有する児童福祉施設

から子どもの権利保障（well－bein9をめざす施設への

転換が急がれる。

1－3．子どもの教育Nの権利と遊＆く権利の保障

　子どもの権利条約は教育への榊1の保障（28条）と

教育の目的（29条）について，詳しく規定してい為ま

た，子どもの休，愚と秀暇への権利，遊びおよびレクリエ

ーション的活動を行う権利，文化的生活および芸徽こ自
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由に参加する権利（31条〉 なども定めている。

　教育に関しては，児童相談所の一時保護所にいる子ど

もの教育を受ける権痢虹）保障，児蓮福祉施設で生活して

いる子どもや生活保護世帯にいる子どもの高校進辱糊題，

教護院で生活している子どもの教育権保障の問題などが

ある。

　また，休息と余暇への権利や遊び・レクリエーション

の権利などの保障は，児童福祉施諏）子どものみならず

［般家庭の子どもにとっても，これからは重要な課題と

・なるの。子どもの目線に立った遊ひ場の確保（たとえば

冒険遊び場など）や遊びを促進するためのプレーリーダ

ーの育成と配置など力泌要となる。

1－4．児童福祉サービスを享受する権利

　子どもの児童福祉サヤビスを受ける権利のうちもっと

も重要だと恩われるのは，家庭環境に何らかの問題を抱

えた子どもの保護・援助を受ける権利（20条〉である。’

また，子どもの保育サ｝ビスを受ける権利も規定されて

いる。これらはともに 子どもの権利として書かれてい

る点に注目すぺきである。

　また， 権限ある機闘こよって措置された子どもの定期

的審査を受ける権利（25条）も重要である。これまで日

本では，児童福祉施設で生活している子どもや里親こ委

託されている子どもの措置や養育方針を定期的に見直す

ということは，システムとしてはほとんど行われてこな

かった。しかし，公的賞任において子どもをケアあるい

は保護する以上，措塵）定期的な再検討は必ず必腰ぐあ

る。ここでは，子ども自身に定期的な見直しを要求する

権利があるということが重要である》

　障害児のさまざまな権利の保障については独立した条

文を用意している（23条）が，この点については本稿で

は言及しない。また，特別の保護を必腰としている子ど

．もの保護に関する条文についても省略する。

1－5．子どもの市民的自由

　次に，子どもの市戻的自由につレて考察してみたい。

これらの条項を紹介しつつ，児童福肚の課題を指摘して

おき たい。

　条約13条は，子どもの表現の自由を保障したものであ

る。本条では，自分の考えや情報を単に伝える自由だけ

でなく，それらを「求め，受ける」自由を，いいカえれ

ば「知る権利」をも保障している．点が注目される。日本

国憲法も，その21条で表現の自由を保障しているがこ

れまで子どもはその権利の行使主体であるとは考えられ

ていなかった。だから学校や施設などでは，何の疑問

もなく子どもの表現の自由が制限されてきた。この条約

では，子どもにも，大人と同じように表現の自由を保障

しなければならないとしている。児童福祉施設などで子

どもの表現の自由をしめ・に保障していくかは，今衡〉重

要な課題である。施設運営や処遇のあり方が根本晦こ問

い直されることになろう。

　条約14条は，子どもの思想，良心宗教の自由を保障

している。この条項に関しては，親などの揖示・指導権

が認められている。．とくに民間の児童福祉施設において，

宗教の自由への配慮力泌要となるてあろう。

　条約15条は，子どもの結社の自由と，平和的な集会の

自由を保障している。これは，条約び子どもを「自ら権

利を行使する存在である」と捉えているもっとも特徴的

な条項だといえるかもしれない。これからは，学校や施

設で，子どもたちの自主的な集会や自治会づくりをどの

ように認めていくのか今後真正面から取り組むぺき重

要な問題である。

　条約16条は，子どものプライバシー権を保障している。

現在日本では，児童福阯施設の居住条件そのものが子

どものプライバシー権を十分には保障しえないものとな

っている。また，通信の秘密なども守られていな砺伝

統的に要保護児童を柳1の主体とi拷えてこなかづた日

本の児箆福祉が，ここでも発想の転換を求められている。

　条約17条は，．子どもがマスメディアなどの情報ベアク

セスすることを保障にいる。子ども自身の主体鵬利

を認めていくためにはマスメディア等へのアクセスの

権利は重要な意味をもつ。

1－6．子どもの意見表明権の保障

　さて， 本節の最後に子どもの意見表明権につレて考

えてみたい。条約12条1項は，最初こ，「締約国は自

己の見解をまとめる丈のある子どもに対して，その子ど

もに影響を与えるすぺての事柄に偶・て，自由に自己の

見解を表明する権利を保障する。」と規定してい砺①

この条項の権利主体は　「自己の更解をまとめる加）あ

る子ども」（the　child　who　is capable　of　formi㎎

his　or　herown　views）であるが，これは必ずしも高度の

能力を要求していると解釈する必要まない。自分の考え

や要求（欲求），場合によっては自分の思いを，自分な

りに整理して，なんらかの表現方法で一必ずしも言葉で

なくてもよい一他者に対して伝えることができれば十

分この条項の権利率体ヒる資格をもっていると考えられ

る。したがって，かなり低年齢の子どもが想定されてい

るといっても間違いてはないだろう。②次に，「その子

どもに影響を与えるすぺての事柄について」となってい
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るから，子ども自身に関係のあるあらゆる問題に関して，

③「自由に自己の見解を表明する権利」，いいかえれば

自分の思いや考え，意見・見解なとをどんなときにでも

自由に述べたり，言い表したりする潅利が保障されなけ

ればならない。

　この表明された子どもの考えや意見は，当然尊重され

なければならないし，相応の配慮が払われなけれはねら

ないが，常に子どもの「いいなりになるぺきだ」と条約

が考えているわけではない。条約は④rその際，子ど

もの見解が，その年齢および成熟に従い，正当に重観さ

れる」といっているから，子どもの年齢とその子どもの

成熟の度合いを考慮に入れて，子どもの考えや意見を取

り入れるぺきだとしているのである、

　たとえば，15～16歳とか18歳近くの高年齢の子どもに

ついては，少々の失敗びあるとしても，本人の意，曽を最

大限に尊重することの方が，いろんな意味で有意義であ

ると思われる。しかし4～5歳の子どもについでま，

本人の考えは聴くことは聴くが，ほとんどの場合に大人

（多くの場合親）が決定を下すことになるだろう。それ

でも，本人の意見は聴くぺきなのてある。どちらにして

も最終的には，大人たちが「子どもの最善の利益」を判

断することになる。ただ，子どもの意見をよく聴いて，

それを尊重しながら，子どもにとっての「最善の痢溢」

を決定しなければならない。そのためには，複数の大人

たちが判断をし，それを調整することが必要になってく

る。今後そのようなシステムが確立されなければならな

いo

　ときどき「子どもの意見を聴いていると，児童榴辻施

設に入所させること信困難になるのではないか，とくに

教護院に入ることを細昇する子どもはいないのではない

か」という意見に出会うが，はたにそうであろうか。

現在施設が抱えている問題はたし力艦多く，解決すぺき

課題は山積している。しかし，意月表明権の意義悶艮定

して述ぺるとすれば，子ども本人が「いやだ」といって

も，児童相談所の専門的な判断で施設入所措置を採るこ

とは当然ありうると考えられる。重要なのは，そのプロ

セスなのである。

　もし本人がまったく知らないうぢこ施設入所措置び決

まうているとすれぱ，それは明ら力艦おかしい。眉まり

本人に親や家庭の状況複数の施設2》情報などをよく知

らせたうえで，可能な限り本人が理解し，納得するよう

に説明すぺきであろう。年齢によっても違うが，その子

にあったやり方で説得する努力が腰なのである。そし

て，最終的には本人力拒否しても，児童相談所がどうし

ても施設入所がその子の「最善の利益」一場合によって

は「次善の利益」ということもある一に適うと判断する

のであれば，やむを得ず施設入所措置を採ることも当然

ありうると思われる。ただし，その際，子ども本沐や親

の不服申し立て権の保障と措置の定期的な見直し色

periodic　review条約25条〉が行われなければならない

ことは，いうまでもない（現行法ではそういうシステム

はないが）o専門のソーシャルワーカー（児童福祉司な

ど）が時間をかけて本人を説得する努力を続ければ多

くの子どもはそれなりに了解すると想像される。たしか

に大変な手間を要する作業であるが子どもの権利を保

障するということは，そういうことなのである。汰人が

子どもを「対等なパートナー」とみることができるかど

うかが，ポイントとなる。子どもに関わる大人の資置と

人権感覚が今問われている。

　なお，同条第2項は　「この目匿のため，子ど報ま，

とくに，国内法の手纈則と一致する方法で， 自己こ影

響を与えるいかなる司法的および行政的手続においても，

直接的にまたは代理人もしくは適当な団体を通じて聴聞

される機会を与えられる」と規定にいるo子ど屯の意

見表明権を，手続的権利としてはっきり位置づけている

のである。子どもは，あらゆる司法的・行政的手続こお

いて，直接意見を述ぺる機会を保障されるだけでなぐ，

代理人あるいは代弁機廻を通じて自己の意見を主張し，

周知させる権利をもっている。子どもからの聴聞の眞体

的な基準や手続きに戊・ては，国内法とその運用に委ね

られることになるが，国際的には，少なくともr子ども

の表明した意見を重視することによってはじめて，子ど

もの最善の利益を図ることができるjとの合意が成立し

ていることを，理解しておく必要がちる。

2．子どもの権利を保障する国の黄任

　次に，子どもの権利を保障する国の責任について考え

てみたい5〉。この条約は，「条約」であるので，当然の

ことながら国（state）を法的に拘束するものである。し

たがって，子どもの権刮を保障する主たる責任主体とし

て国を位置づけ，ほとんどの条文か国の責任を定狭い

る。いいかえれば，国が子どもの権団を保障する責圧主

体として，重要な役割を担っているのである。こ こでは，

この点に着目して，子どもの権利保障のために国力電す・

ぺき課題を検討してみる。

2－1．親の養育責任を援助ずぺき国の貨任

　18条1項は親の第r次的養育責任を規定しているが，

18条全体の趣旨からいえば，「締毅国は，親およ0法定
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保護者が子どもの養育責任を果たすにあたって適当な援

助を与えかつ，子どものケアのための機関，施設俗よ

びサービスの発展を確保する」r1とした点（同2項）が重

要である。つまり，親がその責任を果たさないときにだ

け国の責任が生じるのではなく・，親膿育責任を逐行で

きるように国は援助すべきであるというのである。この

国の責任は，国にとっては実は当撚の責任なのであるが，

これまで日本の児童福祉において1ゴあまり強調されてこ

なかったoそれだけに今後の日本の児童福祉を献る

上で重要な条項といえる。

　2項の国の責任のうち，とくに働く親をもつ子どもの

保育サービス等を受ける権利を保障する国の責任を取り

上げて定めているのが18条3項の規定である。これも・

親の養育責任への援助こほかならないが，子どもの権利

保障の視点に立っている点に注目すぺきである。

2－2．親に代わって直接子どもを保護する責任

　親がその養育責任を遂行できるように国は積極腕援

助を与えるべきであるが，親がどうしても養育責任を果

たすことができない場合には，子どもの権利を保障する

ために国は親に代わって直接子どもを保護する責任を負

う。以下この点につもて少し詳しく考えてみる。

1）子どもに対する保護と援助

　まず，条約19条によれば，親（あるいはそれに準じる

者）によって子ども力濯待・放任，不当な取り扱い・搾

取などの人権侵害を受けた場合には国はこれら¢行為

から「子どもを保護するためあらゆる適当な立法上行

政上，社会上および教育上の措置をと」らなけれO誼ら

ない（19条1項）。

　また，条約20条によれぱ，①何らかの理由で「家族と

いう環境（family　enviroment）」を喪失した子ども，ま

た②子どもの最善の利益という観、点からいえば家旗Dも

とにとどまることが適当ではないと判断される子どもは，

「国によって与えられる特別な保護および援助を受ける」

権利をもっている（20条1項）。この条約では，子ども

の権利として構成されている点力轍調されるべきてある。

しかし，逆にいえば，子どもの権利を保障する責缶O咽

にあるということであり，家族壕境に何らかの問題を抱

えており，そのため権団が侵害されているような子ども

（以下r家族環境に匿題を抱えている子ども」という）

については，国が親に代わって直捗保護を行い，鋤を

与える責任があるのてある。そのような子どもに対して

は，里親委託，、養子縁組，そして臆福祉施設での養護

といった代替的養護⑫1ternative　care）のシステムが

用意されなければならない（同2項・3項第1文）。

　このような子どもとその親に対する保護と援助の方法

としては

a．親と子を完全には分離しないで自宅から施設・機

関へ通所させる，・あるいは施設等に入所させた後て面会

や帰宅を繰り返す（場含によっては親と子を一緒に施設

などに入所させる）ことによって，子どもの保護および

子どもと親への援助を行う方法，

b．ソーシャルワーク的手法を用じて親の同意を得たう

えで，いったん親と子を分離して，子どもの保護総び

子どもと親への援助を行う方法，

c．親の意思に反してでも親と子を分離することによっ

て，子どもの保護および子どもと親＼の援助を行う方法，

の3つが考えられるが子どもの権団条約は，主として

bとcを念頭に置いているように，思われる（cについて

は後で考察する） 。しかし，日本ではいくつかの理由か

らaの方法も模索されており，今後もおそらくこの方法

が試みられる機会が多いであろう。ただ，そのたぬこは

先に述べたような親に対する直接，間接の援助が不可欠

である。多くの場合親自身の人権（とくに生存権）も侵

害されているので，親こ対する援助と子どもの保護を同

時に行なってこそ意稼がある。

2）家族環境に問題を抱えている子どもの保護

　ところで，・従来日本でr環境上獺蔓を要する児童1

（児童福祉法41条）一として乳児院・養護施設への緻入

所，里親委託等の措置（児童福祉法～7条1項3号措置）

がとられていた子ども（いわゆる腰養護児童」）と，

条約20条の権利主体である子ども（先の①と②〉とが・

完全に一致すると考えてよいのだろうか。おそらく，こ

れまでの日本の「要鰹児童」という概念は，20条の権

利主体としては狭すぎると思われ為　「子どもの最善の

利益に従えばその環境にとどまることが容認されえない

子どもjという条約の権利主体概念を前提として，「要

養護児測の枠を広げることによって，これまで保護』

援助を受けることのなかった（あるいはできなかった）

子どもの権利保障に努める必要がある。一般に要養護児

童は，子どもの人ロの減少とともに減ってきているよう

に理解されているが，以前にもまして家族がさまざまな

問題を抱えている現状では，条約～0条の適用を受ける

r家族環境に閥題を抱えている子ども」の数は今後噌加
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していくことと思われる。

　この条約では・代茗的養護のシステムとして，塁親制

度，養子制度を列挙しその後に「必要な場合には（if

ne㏄ssary）」という限定をつけて「子どもの養護に適し

た施設へのプレースメント（place㎎nt　in　sロitable

institutions　for　the　care　of　cぬildren）」を挙げてい

る。このことは，ある慧味では施謁こおける養護か里親

制度や養子制度の後順位に置かれているといえる。しか

し・日本では・現に3万人弱の子どもたちが児童養護施

設（乳児院も含む）で生活をしておりの，今後も施設養

護の充実なしにはこのような子どもたちの権利を侭障す

ることはできそうもない。したがって，施設の条件整備

を徹底して行い，施設の小規模化，ノ1、集団化を推磁め

ることによって，子どもの権利を伐障できる水準まで養

護内容を高めていくことが必要である020条の権利を日

本で具体化するためには，長期的には「子どものための

養子制度」への法改革や里親制度の普及・充実という課

題があるが，当面は施鍍護の整備・充実と施設ての子

どもの人権の保障に力を注ぐぺきてあ’ると考える。・

　また，子どもの権利条約がその獺蔓（care〉の内容，

たとえぱ「養育の継続生」や「子どもの民族的，宗教的，

文化的および言語的背景」について十分な配慮を払うぺ

きだとしている点（同3項第2文）も，日本では遍・将

来検討課題になるはずである。’

2－3，親の意思に反する親と子の分離

　親は子どもを養育する第一次的な責任主体であるが，

この親が子どもの人権を侵害している場合がある。こう

した場合には，国は親子関係に介入し， 親の権利を制約

してまでも子どもの権利を擁護する責任がある。この国

の責任については， これまで日本ては明確に論、じられて

おらず，曖昧なままにされてきたoしたがって，国（行

政機関も司法機関も）が親子関係に介入することがきわ

めて困難な実情にある、

1）子どもの権利条約の親子の分離条項と手続的貨障

　この点について子どもの権利条約は，次のような規定

を置いている。すなわち，9条1項は，子どもは親D意

思に反して親から分離されてはならないという原則（親

子不分離の原則〉を述ぺた後で， 、陥限ある機関力司法

審査に服することを条件として， 適弱可能な法律緻び
手続に従い，このような分離が子どもの最善の利撫）た

めに必要であると決定する場合」には，子どもは親り意

思に反しても親から分離されると・している。これは親

子不分離の原則の例外規定である。

　つまり，親がその子どもの人権を侵害しているような

場合（たとえば，子どもを虐待・放圧しているような場

合）や子どもの人権が男らかに侵害される恐れがある場

合（たえば，親が離婚したり，別居しているような場合）

には・国は親子関係に介入して，親と子を分離すること

ができるというのである。 これは，国の責任としてきわ

めて重大なものであるが，その行鯉）仕方によっでま親

と子の権利を同時に脅かしかねなじ球うな危険性をあわ

せもづている。それ畑ナに無原則的な介入は容認されて

はならず適正手続の保障が確保されなければならない。

　手続的保障についでま，条約は麗）2点を定めている。

①まず第1に，r権限ある機関（cαmpetα1t　authorites）」

が，「司法審査に服することを条件として」，親からの

分離が子どもの最善の利益のために必要であると，適用

すぺき法律および手紹こ従って決定することが必要であ

る（同1項）。

②次に，親子分離を決定する手続においては，子どもを

含むrすぺての利害閲系者は，当該手続に参加し，かつ

自己の見解を周知させる機会が与えられ」なけれはなら

ない （同2項）。

　さらに分離後の問題として，子どもが「定期的に親双

方との個人的関係および直接の接触を保つ権利」』を認め

ている。これは子どもの権利であって，「子どもの股善

の利益」に反する場合には，この限りでない。

　本来・国が親子関係に介入することは許されず， した

がって親と子の強制的分離はきわめて例外的なことでな

ければならない。本条項の意義は，適正手続の保岡の確

保にこそあるというぺきであろう。

2）子どもへの虐待と子どもの権利

　現在子どもへの虐待（child　abuse〉7〉が先進資本主義

諸国を中心に世界的に深刻な社会問題となうても ・為日
本もその例外ではなく，次錆に増加傾向にあり， 児童福

祉施策の最重要課題の円つとなりつつあるる』

　この子どもへの虐待をめrぐる日本での法的問題として

は，公的機閲が親子閲系に介入することが非常にむ？か

しいという問題がある、つまり，虐待を受けているとい

う事実が明らかな場合でも，その子どもを親から強削的

に引き離して保護することがきわめて困難なのである。

極端な幅・方をすれば子どもの権団より も親の樒団が

優先しているのである》

　その背景には，子どもの躾けはその親に全面的に委ね

られており，体罰なと少々の問題力筋 づても社会は口出

しすぺきではないという伝統的な考え方があるように思

われる。そして，それを実質的に支えているのが現行の
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親権制度である。法解訳上親権の議務性が強調されても，

一般には躾けは親権の内容にかかわる問題であり，体罰

は懲戒権の行使にほ力唯らない。したがって，国ぱ塗育

の内容に干渉すぺきではないという原則一それは獺唖論

としてはきわめて当然のことなのてあるが一にもとづい

て，公的機関は介入をしたがら旗のである。

　子どもの権利条約嬢ま， すでに述竺たように，緻）養

育の指導原理は「子どもの最善の痢溢」であるq8条1

項）。もし「子どもの股善の利益」に反するような養育

が行われるような場合忙は1子ど報ま国から直接｛織と

援助を受ける櫓利を有する（20条1項）ら国は，『子ど

もの最善の利益」のために必要であると判断されるとき

には，子どもを親の溜想に反しても親から分離して保護

しなければならない（9条1項）δまた，・国は子どもへ

の虐待に対するあらゆる適切な措置をとる必要がある

（19条）。

　日本では，子どもへの虐待に対する法的整備が遅にて

いる。まず第1に，少なくとも親によって子どもの人権

が侵害されている場合には，子どもの権利保障のために

親の権利も制約しうるという考え方を社会的に承認する

必要がある8㌔その上で，子どもへの虐待に対する具体

的な法㈲渡を整備する必要があるo条約19条（とくに2

項）の規定を具体化するために，子どもへの虐待を防止

するための予防的施策子どもぺの謹待の具体的対応策，

ナフターケアのための施策（条維19条参照）’など力卑急

に検討されるべきであろう9）。その際，親権制度の全面

的な見直しもあわせて議論されるぺきである1の。

3．子どもの権利擁護システム

3－1．児童福祉法と人権擁護機能

　「児童福祉」とは，本来子どもめ潅利擁護をその主た

る目的とすぺきものてある。そして児童福祉法は，それ

自体が人権擁護のシステムでなけおまならない。しかし，

現行の児童福祉法には人権擁護のためのシステムがほ

とんど用意されていないようにみえる。・それは1日本の

「児童福祉」がこれまで，保護を必要とする子どゆ

「保護」 に目を向け，子どもの権利を擁護するという発

想ぞはなかったこと によろう。これからの子ども家庭サ

ービスに子どもの権利を積極的に擁護するという視点

に立つ必腰がある。

　子どもの権利の視，点からいえば，子ども家庭サービス

には，次の3つの人権擁護のシステムが含まれることが

必腰である。

①子どもの人権が現に侵害されているときに，子ども自

身が緊急に人権救済を申し立てるシステム（子どもの

「かけこみ寺」一【子どもの人権救済機能】）

②子ども自身がその権利を主張もしくは行使でき熱・と

きに，子どもの権利を子どもの立場こ立って代弁するシ

ステム（「代理人もしくは適当な団体」の設置一【子ど

もの権利代弁機能】）

③何が「子どもの最轍）利益」かについての判断力脂致

しない場合に，それを第三者的立場から調整するシステ

ム（【子どもの権利調整機能】〉

　さらに，子どもの権阿が正しく保障されているかどう

かを監視する機構とにのオンブズマン（パーズ分制

度あるも韓国内における子どもの権司委員会等の細が

必要である。

　それでは，現行法のもとでは，これらの機能に撲蓮す

る制度として，どのようなものがあるのであろう魅

1）緊急に人権救済をするときに利泪できるものとして

は，児童福祉法には，通告制度 （25条），児童相談所・

福祉事務所への相談G5条4）2，18条の2〉，児童委員

への相談（12条）5一時保護（33条）などがある。現行

法では，r 急に保護を要する場合には，《通告（根談）

→一
保護》というのがもっとも一般的だと思われる。

しかし，人権を緊急に救済するという意味では， きわめ

て不十分であるし， 本当に救済が必要なときに実脇こは

ほとんど役に立たなも恐れもある。とにかく手続きが不

明確であおし，また餌時間態勢で迅速に保護にあたると

いうシステムが確立されていないことも問題であ為Fさ

らに， 子ども本人が直接人権救済を申し立てるシステム

になっていないこと㎏こうした卸疲が子どもたぢこ知

らされていないことなど，根本的な問題もある。

　子どもたちが人権侵善の被害者となるケースとには，

学校や児童福祉施設における体罰噛・じめ，親などこよ

る子どもぺの虐待などいろんなこと炉想定される。この

ような場合に子ども自身が相談できる制度として，弁護

士会のr子どもの人権110番」や人権擁護委員の制度

（r子どもの人権専門委員」の設置）などがあぞDが，

迅速に人権悉救済できるのかどうか疑問である。 今後は，

子どもたちが安心して「駆け込む」ことができ， 適正な

手続きにしたがって人権を救済することができるような

システムが確立される必要がある。

2）親（法定代理人）を除く第三者が子どもを代弁する
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システムは，今のところ日本には，少年審判における附

添人制度しか見当たらないL2》。親と利害が対立する場合

などにも，子ども自身が自らの意、慰で弁護士を含む代理

人を選任できないというのは，制度Lの不備といねざる

をえない。また，自分自身で十分に意思を表明できない

年少の子どもについ℃親権者で昂る親以外の第三者が

子どもの立場に立って代弁するというシステムがまった

く用意されていないのも問題であ哉現行児童福祉制度

では・児童相談所のソーシャルワーカー．（児童福祉司等）

や家庭裁判所の調査官などが，意蜘にその機能を果た

すことを期待するほかはない。

　親が子どもの権利¢代弁をできないとき，あるもは親

が子どもの代弁者と㏄ふさわしくないときに，子ども

に代弁者たる大人をつけるのは社会全体の責任である。

とくに行政手続き・司法手続きに隷・て子どもの意見表

明権を保障するためには，公的責価こおいて代弁者を確

保する必要がある。

　カナダ・オンタリオ州の「子ども家庭サービス・アド

ボカシー事務所」（t㎞e　Office　of　the　Child　and

Family　Service　Adv㏄acy） は，この点でとても参考にな

る重8）。オ．ンタリオでは子ども家庭サー ビス法力親定し

ているサービスを受けている子どもおよびこれか暖け

ようとしている子ど報よこの事務所に援助奄求めるこ

とが権利とレて認められている。また，インケアの子ど

もは， いつでも同事務所に電話をすることができるし，

また会いにきてもらうこともできると知らされている。

また・ 法的代弁システムとしては，同州の「オフィシャ

ル。ガーディアン」領度がすぐれていると思われる1の。

オフィシャル・グーディァン事務所 （the　offi㏄of

頓e　Official　Gurdian）は，州政府司法省に置かれ裁

判所の指示などにより，未成年者の法的代弁活動を無料

で行う。同事務所には 専任の弁護士やソワシャノレ7一

カーなどが配置されている。

3）子どもの権利の鰹は，最終晦こは司法機関てある

裁判所（多くの場合家庭裁判所）で行われることになる。

しかし，裁判所にも処狸能力に限界があるので， すべて

のケースを裁判所に持ち込むというのは現実的ではない。

したがって，その前段階での調整がどうしても必要とな

る。児童福祉の分野て慧，児童相談所にもその機能を期

待できなくもないが，多くの場合児童相談所が当賭と

なうので1・適格とは戦・がたい。また，現状では，弁護

士会や人権擁護委員も十分に調整簾を発揮するには至

っていないo

　一言で「子どもの最善の利益jといっても，それを判

断するのはとてもむっかしいことてある。人によってそ

の判断が異なることも多いであろうし，子ども自身D意

見と反することもあるであろう。したがって，子どもの

権利擁護の視点に立って，「子どもの最善の利益」を判

断し調整することのできる第三者的機関の存在が不可欠

だと思われる。子ども自身の意見もちゃんと聴き，親や

周りの大人たちの考えも聴いたうえで，第三者的端か

ら「子どもの最善の利益」を調整し，客観的に判断する

ことが求められる。

　また，具体的なケースにおいて調整・判断するだけで

なく，子ども個人や子どもたちの鯉から意見を騰き，

法制度や施策の問題点サービス・システムの課題など

を行政等に意見具申するための国内（あるいは地方自治

体の）r子どもの権利委員会』の譲置も検討されてよい。

3－2，児童福祉法上の人権擁護サ』ビス

　次に，現行の児童福祉法にある人権擁謹に関連する規

定をもう少しくわしく見て欝こう。ただし，ここで「人

権擁護」というのは，人権を侵害されている子どもの保

護とその予防的措置に限定される。

1）児童相談所の人権擁護機能

　児童相談所は，児醜祉法の中核に位置する児齢祉

専門の行政機関であ砺児童相談所の目的として．嫉

「児童の福祉を図るとともにその梱を保護することJ

があげられている励が，権利保護の手続きや方法などは

具体的には示されてレ噂い。また，「児童相談所におけ

る相談援助活動は，児童，保護者等の人権に十分配意し

行う」と書かれている15）。今後は，児童相談所炉子ξ

ものウェルビーイング（人権の尊重自己実現）．にかか

わる人権膿護を目的とした専門機関として位置づけられ

ることが重要である。

2）一時保護

　児童福祉法によれば児童相談所長は，必腰があると

認めるときは，緊急に保護を要する子どもを，直接一時

保護するか，第三者に一時保護の委託をすることができ

る（33条1項，なお，同2項には，都道府県知事Φ権限

としての一・時保護が規定されている）
。

　一時保護を行う必要ぴある場合とは，たとえば，「棄

児，家出児童等現に適当な保護者又ま宿所がないために

緊急に当該児童を保護ずる必要がある場合」とか，「虐

待，放任等の理由により当該児童を家庭から引き離す必

要がある場合』などてある17㌔

　ただ，こうした一時保護が，実陶こ人権擁護サービス
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として機能しているかどうかは疑問である。かえって一

時保護が長期化して子どもの教育を受ける権利が阻害さ

れたり，「一時」ということで行動自由の制限が正当化

されている監8》ことは問題である。一時保護は，任意の場

合（本人および親権老の同意がある場合）を除いηま，

緊急な場合のまさに「」時」的な保護に限定されるぺき

であろう。

3）同居児童の届出義務等

　児童福祉法は，児醗買等の子どもの人権侵害を未然

に防ぐために，親族ではない子ども（4親等内の臆以

外）を自分の家庭に同居させている者に届け出の敦務を

課している（30条1・2項）。また，経済的理由等で子ども

の養育が困難である場合には，児痙相談所・福祉事務所

等に相談するよう，保護者に義務づナている（同3項）。

親のウェルビーインクを実現するための「子ども家庭サ

ービス」のあり方に戊・て考えてみる。ここでは，現行

制度の枠組みにとらわれずに，自廊こ構想してみたい。

未だ仮説的な提示にすぎないが，児童福祉制度が大きく

変革しようとしている時期であるので， 一つの問腰起

として提示したい。

4－1．子ども家庭サービスの基本理念

　まず最初に，子ども家庭サービスの基本理念に戊・て

考えてみよう。ここては，・子どもの権利条約の基本約な

考え方を日本国内で具体化することが最大の課題となる

ぺきだと考える。

　子ども家庭サービスの基本理念としては，少なくと も

次のような内容が含まれることが必要であろう。

1）子どもの権利保陶〉基本的な考え方

4〉親権・後見に関する児童相談所艮の権限

　親権および後見については民法の第4編第4章・第5

章が規定しているが，児童福祉法も民法を補完する規

定を用意している。児童福祉法では　「児童福祉の公益

の代表者」ig）としての児童相談所長鵜家庭裁半所に対

する親権喪失宣告，後見人選任・鎖狂の請求権を付与し

ている（33条の7～33条の9）。

5）禁止行為

　児童福祉法34条は，子どもの人権を明らかに侵害する

ものとして， 次のような行為を禁止している。これに違

反した場合には，処罰される（60条）。

　①満15歳未満の児蓮に酒席に侍する行為を業務として

　させる行為，児童に淫行をさせる行為などの児醜待

　行為（11項目の行為同1項）。

　②児童福祉施設に載・て，その目的に反して，子ども

　　を酷使する（同2項）。

　このように見てくると，児童福祉法には，最低卿）児

童保護の規定は用意されているものD， 「保護」のレベ

ルに止まっており，子どもの人権を積極的に擁護するた

めには，未だ不十分てある。

4．一 子どもの権利保障をめざす子ども家庭サービスの方

　向

　①子どもの権利に関する基本理念

　日本国憲法，子どもの権利条約などを踏まえて，あら

ためて，子どもの「個人としての尊重」，子どもの権利

主体性（とくに子どもが自ら権利を行使することもある

ということ），拙会的荏在としての子どもおよび子ども

と親のウェルビーイング（冒eU－being）の促進の考え方

などが，再確認される必要がある。

　②子どもの権利を基本に据えた社会的子育て思想

　子どもは社会的存在であるので，子どもを養育する責

任のすぺてを親だけに期待するのは通当ではない。実際

に直接的に子どもを養肖する責任がその親にあるとして

も，子どもの権利を…観するために社会全体がひとり

一人の子どもの養育に責任を持つという基本的な思想を

明らかにしておく必要がある。

2）子どもの権利の手続的保障

　子どもの意見表明権や親などの利喜関係人が手続きに

参加する権利などを保障するための手続的規定が明文化

される必要がある。子どもの代弁人選任の方法なども，

規定しておく必要があ5う。

3）子どもの権利保随）責任主体

現行の児童福祉制度が，子どもの人権を擁護するため

の十分な機能を備えていないことはすでに述ぺたとお

りである。

　そこ恩以下，子どもの権利を侭障し，子ども撚び

①親（家族）の責任

②国・地方自治体の責任（公的責鉦）
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③社会の責任（大みの責任を含む）

　子どもを養育する責任（私法的簸と公法的責任》は

誰がどのように負担するのか，また子どもの権利を保

障する貰任はどのように分担されるべきなのだろうか。

上記の三者の関係を具体的に整理におく必要がある。

とくに，親の責任①と国の責任②との関係についηま，

子どもの権利条約の躰的な考えカを前提として，でき

る限り明確に規定すぺきであろう（現行1臆福祉法2条）。

なお，「社会の責任」③というのは子どもの養育およ

び子どものウェルビーイングの促進には社会全体力貨任

を持つということの宣言であるので何らかの形て朋文

化しておくことが望ましいと考える鋤’

4－2，子ども家庭サ』ビスの種類と内容

　子ども家庭サー・ビスの中味としては，次の3』種類Dサ

ービス（細かくは4穣類）が考えられる。

①一般の子どもと家庭に対する擢広いサ門ビスの梶供

【促進サービス】

②子どもと家庭への養育支援・援助サービス鼓援サ

、一 ス・援助サービス】

③人権を侵害されている子どもの保護と援助サービス

【保護サービス】

ついては，次のように支援サ」甑と援助サービスに

分けて考えることが適当であろう。

　i。子どもと家庭への養育支援サービス

　養育支援サービスとは，とくに深刻な問題を抱えてい

るわけではないが，家庭での養育についてなんらカの社

会的サポート（支援）を望んでいる子どもと家庭に対し

て提供されるサービスである。さまざまな相談事業一

般的な保育サービスを含む，児童福祉施設サービスの一

時的あるいは部分的荊哺も含まれ為

iL援助を必要としている子どもと家庭への養育援助サ

　ービス

　養育援助サービスとは，親子関係を含む家族関儂こな

んらかの葛藤があり，家庭での養育について明ら力艦積

極的援助を必要としている子どもと家庭に対して懲さ

れるサービスである。親子関係・家族関係の調肇のため

のトリートメント・サ』ビス，児灘祉施設サービスの

一時的あるいは部分的利用（保育サービスを，このよう

な場面で利用することも可能である〉などがあるo

③人権を侵害されている子どもの保護と援助サ」ビズ

（公権的介入を含む）

　主として家庭において親などによる人権侵害を受けて

いる子どもについては公的機関力漉接子どもを保護し，

子どもに対する援助サービスを開始する必要があ為こ

の中には，次のようなプログラムが倉まれる。

それぞれ簡単に解説する。

①一般の子どもと家庭に対する幅嵐・サービスの提供

【促進サービス】

　すぺての子どもと纐〉自己実現を促進するためのプロ

グラム℃あらゆる子どもと家庭がいつでも自曲こサ

ービスを享受できるものでなけれぱならない。伝纐勺な

・「健全育成」 施策に含まれていた遊3く権利の保障とその

条件整備rレグリエーション・プログラムやその談備，

子ども文にの推進なとを積極的に展開することが望まれ

る。

　また，子どもと親がともに育つことができるようなプ

ログラムが用意される必腰がある（家庭教育・子育て教

室・親子教室，さまざまな啓発・相談活動など）。隣接

領域の法律等との関係を整理する必菱がある。

L家庭での養育を艘とした子どもと家庭への援助

（親子分離を前提としない）

ii・親子分離を前提とした子どもと家族への援助

　（a）一時的分離（親子関係の修復フナミリーソーシ

　　ャルワーク，家族療法等）

　（b）永続的分離（代替的養育システム）1

iまL緊急一時保護システムーi…不月麟ヨし立てと家庭裁判

　所のチェック

　いずれにしても，親撞をどう考えるかが大きな問醒と

なるので民法との調整が重要な蒔題となる。また家

庭裁判所の関与の仕方も問題とな為子ども自身か保護

やサービスを要求する権利をどう保障していくのカカ｛，

今後問われることになろう。　

②子どもと家庭への養育支援・援助サービス

　子どもを養育している家庭に対するサービスの提供に
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おわりに

　子どもの権利条約の眞体化という観点から見ると日

本の児童福祉サービスはまだまだ不十分な側面がめだつ。

　伝統的な救貧対策としての児童保護の歴史がさまざま

な部分に残っている。子どもの権禾蘇障への理念鰍換

が早急になされなければならない。このことはボウェル

フェァ（welfare）からウェルビーイング（weU－be正ng）

へと理念を転換していくことでもある。筆者らは，新た

な理念として，．子どもの権利条約のギーワードでもある

　「子どものウニルビーイングの促進1を提唱している。

また，　「児童福祉くchild甲elfare）」カ、ら「子ども家庭サ

ービス（child　a蹴d　famlly　services）」への概念の拡大も

提案している。

　子どもの権利についてはy現行の児童福祉法制は観

念的には一応子どもを権利の主体として位置づけている

といえる。しかし，実際には，子どもはやは り保護D客
体としてしか扱われていないのではないだろうか。また，

子どもが自ら権利を行使することはほとんどできない

ような仕組みになっている。

　 「児童福祉」・ はこれまで子どもだけを対象にしており，

子どもの福祉を確保するためには親・家族に対して支援

　（援助）することがナ切であるという考え方が，轍主

張されたにもかかわらず，現実にぱ剴度の中に十分には

反映されてこなかったのではないかと考える。　

　、これからの「子ども家庭サービ刃は，子どもとその

家庭のウェルビーイングを実現するために1子ども自身

の権利を積極的に擁護するとともに一子どもを養育する

親ぐ家庭）を支えるシステムも整備しなければならない。

子どもが「子ども家庭サービス」．の第一次的な「主人公」

であることを再確認したうえで，①劃は，親の権利と責

任を尊重しながら，子どものウェルビーイングを…観す

るための政策や諸施策によるソーシャルサービスを実施

すぺきである，②親がその養育責任を果たせるように積

極的に支援（援助）することも重要ぱ国の責任である，

③親がその養育責任を果たせないときには国は直接子ど

もの権利を擁護する責任がある，という子どもの権利条

約の基本理念を，これからの日本の「子ども家庭サ』・ビ

ス」の展開に反映させることが今御》課題となろう。

《付記》

本稿の一部に，すでに提出されている，平成4益破お

よび平成5年度の報告書（家庭・出生問題総合調査研究

「家庭機能に関する研究：家庭養育機能及び家庭に対す

る社会的・公的支援に関する研究」）と重複している部

分があることをお断りしておきた砺今回の報告習の際

題ぞある「子どもの権司擁護」に欠くことのできない部

分であるので再度取り上げたσただし，重複している部

分も若干の加筆一・訂正をしている6

〔註］

1〉 子どもの権利条約O・らみた国内法の問題点について，

　全般的に検討したものとして，永牛憲一・・寺脇隆夫編

　（許斐共著）『解説・ 子どもの権利条約』日本評論社，

　1990年があるo

2）この問題についてこれまで論じたものとしては許

　斐「子どもの権利条約と国内法瀞←児童福祉法の課題」

　『新世紀への教育法学の課題』日本教育法学会年報20

　号，有斐閣， 1991年／許斐「児遼福祉における仔ど

　もの権利』再考一子どもの権利条約の視点から」『社

　会福祉研究252号， 鉄道弘済会，1991年／許斐「子ど

　もの人権と社会的子育て」 『世界の児童と母性』35号，

　資生堂社会福祉事業財団，1993年などがある。基本的

な趣旨は本稿と同 じで ある。

3）本稿では，子どもの権利条約の訳は， 国際教育法研

　究会訳を使用する （『入門子どもの権利条約』 子ども

　の人権連，1994年）。

4）子どもにとって遊びが重要であることは，いうまで

　もない。 子どもは遊びを通して社会性を身につけ身

　体的にも情緒的にも成長するからである。したがって，

』遊びを保障することは，子どもにとって基本的な権利

㌧である6子どもの権樹条約の基盤となった国連子ども

　の権利宣言（1959年11月20日採択） は，1r子ど報ま，

遊びおよびレクリエrションのための十分な機会を有

　するものとする。・遊びおよびレクリ エーションは教

　育と同じ目的に向けられなけれはならない。社会俗よ

　び公の機関は，この権利の享受を促進するよう努力し

　なければならない。」と，より丁寧に遊びの権利を規

　定している。

5）本節は，許斐「子どもの権利条約と児童福祉の課題

一子どもの権利を保障する親の責任と国の責任」『社

　会問題研究』41巻1。2号，大阪府立大学社会福祉学部，

　1991年の一部を加筆・修正したものである。

6）乳児院，養護施設で生活している子どもの数は19

　93年10月1日現在，28，682人である。ただし，これ以

・外にも，障害児施設や教護院に入所している子どもの

　中にも家族環境に問題を抱えている子どもは多魏・る。

　 養護施設の子どもたちの実情に〉いては，児灘護

　研究会編r養護施設と子どもた引朱鷺書房， 1994年

　を参照のこと。
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7）今日「子どもへの虐待」という場合には，次のよう

　な定義が一般化しつつある。「親または，親に代わ

　る保護者により，非偶発的に（単なる事故ではない，

　故意を含む），児薗こ加えられた次の行為をいう。

　①身体的暴行，②保護の怠慢ないし拒否，③性的暴行，

　④心理的虐待」　（児童虐待調査研究会『児童虐御日

　本児童問題調査会，1985年，1瓦・なおゴ①～④つ説

　明と員体例は省略した）。

　　また，日本総合愛育研究所のプロジクト研究による

　子どもへの虐待の定義も注目される。「18歳末満の

　子どもに対する，おとな，ある“ま行為の適否に関す

　る判断の可能な年臨）子ども（おおよそ15歳以上）に

　よる， 身体的暴力，不当な扱い，明らかに不適切な養

　育，事教防止への配愚の欠如，ことばによる脅かし，

　性的行為の強要などによって，明らかに危険が予想さ

　れたり， 子どもが苦痛を受けたり，明かな心身¢問題

　が生じているよう鰍態」（日本総合愛育研究所紀要

　第31集「子どもへの書待に関する社会的インターベン

　ションのあり方〔1）一子どもへの虐待の概念・定義の検

　討」日本総合愛育研究所，1995年）

8）親権の制限については 許斐・鈴木博人・薮本知二

　r子どもを養育する親の法的責任1山根常男監修『家

　族と福祉の未来』全国社会福祉協議会，1987年／許斐

　「児童福祉法上の親潅規定の成立・展開過程」　隙徳

　大学研究紀要』22号，淑徳大学，1988年／許斐 「児童

　福祉法による親権の削限一保護者による児童虐待等の

　場合の強制的措置」 『淑徳大学研究紀要』23号，1989

　年などを参照されたい。

9）津崎哲朗『子どもの虐待一その実態と援助』朱鷺書

　房，1992年，および児童虐待防岬1度研究会編1子ど

　もの虐待防止一最前線からの報笥朱鷲書房，1993年

　を参照されたいo

10）親権法改正の問題こついては，許斐「親権法制こお

　ける子どもの権利とは」『法学セミナー』1994年8月
　号， 日本評論社， 1994年，36頁以下を参照されたい。

11）このほか，、各地の法務局・地方法務局の人権擁護課

への相談・申し立て各地の弁護士会への相談および

人権救済の申し立てなどがあり， 身近なところでは

．地域の人権擁護委員に相談したり， 警察に通報するこ

　ともできるoしかしいずれの力法も緊急な場合に有

・効な救済手段とはなりにくい。根本的な制度改革が必

要である。

隻2）少年法10条。このほか，民法の特別代理人制度もあ

　る（民法826条）が，特別代理人の選任を請求するのは，

　「親権を行う者」となっている。

13）カナダ・オンタリオ州の子ども家庭サービス法（

　Child　and　Family　Servlces　Act）102条および103条

　（1）（b）。

14）同子ども家庭サービス法38条。

15）厚生省児童家庭局監修『児童相談所運営指針』日本

　児童福祉協会，1990年，11頁。

16）同上書38頁。

17）同上書83頁。

18）同上書84－85頁。

19）川嶋三郎『児童福祉法の解説』中央社会福祉協議

　会，1951年，254頁。

20）1951年に制定された児童憲章は不十分ながらその

　ような内容を含んている。しかし子どもが受け身の

　存在として表現されており，またその権利性がきわめ

　て暖昧である。1児箆憲章を全面筋こ改訂して，F子ど

　もの櫓利憲章」を笥定することも考えられてよもカ、も

　しれない。

　本研究は，平成6年度厚生科学研究・家庭出生問題総

合調査研究事業r子ども家庭サービスのあり方と実施体

制に関する基礎的研知の成菓の一部であるし研究陛は，

高橋重宏1許斐有，山縣文治（大阪市立大学），庄司順

一（日本総合愛育研究所），益満孝一（日本総合愛育研

穿所〉，萩原総一郎（大阪府堺子ども家庭センタ→1

津崎哲郎（大阪市中央児童相談所），堀木道子（汰阪府

中央子ども家庭センタ→， 石田文三（看陽法律事務所），

野田正人（花園大学），木村真理子（東海大学），林康

浩（北星学園大学），石川修（神奈川県福祉部児醜祉

課），前橋信和（大阪府堺子ども家庭センター），農野

寛治（大阪児童福祉亭業協会清心寮）， 中谷茂一（駒澤

大学大学院），前川朋子（日本総合愛育研究所）によっ

て構成されている。
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